
 

「茨城県地域防災計画（原子力災害対策計画編）」の改定（案）に関する 

意見募集結果について 

 
 

県では、「茨城県地域防災計画（原子力災害対策計画編）の改定（案）」に対するパブリックコメ

ントを実施し、広く県民の皆様からご意見を募集いたしました。 

この度、寄せられたご意見の概要及びそれらに対する県の考え方について、以下のとおり公表いた

します。なお、お寄せいただいたご意見は、取りまとめの都合上、趣旨を要約させていただいており

ますのでご了承ください。 

ご意見につきましては、「茨城県地域防災計画（原子力災害対策計画編）」を策定する上で参考と

させていただきました。今回、ご意見をいただいた皆様方に厚くお礼申し上げます。ご協力ありがと

うございました。 

 

 

１ 意見の概要及び県の考え方 

  別添のとおり 

 

２ 意見募集時の公表資料   

  ・「茨城県地域防災計画（原子力災害対策計画編）」の改定（案）の概要 

  ・「茨城県地域防災計画（原子力災害対策計画編）」の改定（案）の新旧対照表 

 



№ 意見の対象 件数 意見要旨 意見に対する県の考え方

1 地域防災計画・広域避難計
画に関すること

　県民の「生命・身体の安全・財産」を守るため、実効性のある避難計画を作成したうえで、原発の再
稼働に対処する必要がある。

自治体には防災の「目的」の実現のためしっかりとして欲しい。

　避難用のバスの手配ができるかどうかも分からない段階で、市町村に避難計画策定を求めても策
定できるはずがありません。県は実効性のある避難計画策定をめざしてください。

　「防災業務関係者」などと言う曖昧な表現で一般作業職業人を、原発事故災害時に突如、放射線作
業従事者並に扱う事は、防災の「目的」からの逸脱であり、なし崩し的であるから、自治体としては原
発の再稼働を考え直すべきである。

　第３章 緊急事態応急対策＞第１３節 防災業務関係者の防護対策＞１防災業務関係者の安全確保
の追記部分について、科学的根拠があれば、指標の設定は要する。但し、この設定により「東海第二
原発の再稼働」が容認されることにはならない。再稼働に関わる県民の意思を問うことが必要であ
る。

　能登地震の被災の様相を報道で見るに、地震、津波の防災は極めて困難であり、ましてや、原子力
事故と重なった場合には、想像を絶するものがある。
　東海第二原発を再稼働させて、想定以上の地震に襲われた場合、現状の「県地域防災計画（原子
力災害対策計画編）」を少し改定した程度では、県民の安全は守れないことは明らかである。
　東海第二原発は再稼働を許さないことを前提にして、抜本的に見直すべきものと考える。

「茨城県地域防災計画（原子力災害対策計画編）」の改定（案）に関する
意見募集結果について

　　　　　　１　意見募集期間　　　　　令和５年１２月１日（金曜日）から令和６年１月９日（火曜日）まで　　４０日間

　　　　　　２　募集方法　　　　　　　　・茨城県ホームページ掲載
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・いばらき電子申請・届出サービス
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・原子力安全対策課、行政情報センター、各県民センター、県立図書館での閲覧

6

　　　　　　３　寄せられた意見数　（１）意見提出者数　１１人
                                            （２）意見数　３８件

　現在策定を進めている広域避難計画については、検討すべき多くの課題があり、国や市町村、関係
機関と緊密に連携してその解決に努めているところです。引き続き、実効性ある避難計画の策定に向
けた課題の解決に取り組んでまいります。

　今回の改定は、労働者に対して防災業務に従事する法的義務を課すものではなく、防災基本計画
（原子力災害対策編）及び原子力災害対策指針の規定に基づき、被ばくの可能性のある環境下で活動
する防災業務関係者の放射線防護に係る指標を当該者の属する組織が定めるにあたって、参考とす
べき指標を示すものです。
　また、地域防災計画は、災害対策基本法及び原子力災害対策特別措置法により、防災基本計画及
び原子力災害対策指針に基づき作成しなければならないとされており、東海第二発電所の稼働の有無
に関わらず、計画を策定する必要があります。

別添



№ 意見の対象 件数 意見要旨 意見に対する県の考え方

2 防災業務関係者の防護対
策に関すること

23 　原発事故時に防災業務関係者に過度の被ばくを前提とした業務を命令することは、個人の被ばくを
避ける権利を侵害する。公務員であれ民間事業者であれ、可能な限り被ばく量を低くすることが求め
られるのであり、放射線業務従事者の平時の基準を適用することは行われるべきではない。

　防災業務関係者の被ばく限度を放射線業務従事者のそれに合わせて良いとする法的根拠はある
のか。

（被ばくを前提としてその限度を定める法的根拠について）
　地方公務員（地方公共団体職員、警察、消防）は法的に「放射線業務従事者」ではない。地方公務
員を放射線業務従事者と同様の権利・義務関係、被ばく管理を明示する法令を示されたい。

（被ばくを前提としてその限度を定める法的根拠について）
　電離放射線障害防止規則は事業者に対して従業員労働者の安全保護を規定した法である。「放射
線業務」とは労働安全衛生法およびその施行令で、「管理区域」（3ヶ月につき1.3ミリシーベルトを越え
るおそれのある区域）として特定の「施設」が定められ、「放射線業務従事者」とは管理区域内におい
て放射線業務に従事する労働者のことを言う。茨城県地域防災計画（原子力災害対策計画編）で法
令の適用のない地方公務員ならびに指定地方公共機関の従業員を従事させる「管理区域」としての
「施設」定義及び屋外での作業がどう規定されるのか、そして県が組織に対して標記の被ばく限度を
定めることを指示できる権限の法的根拠を示されたい。

（指定地方公共機関および属する従業員の法的関係）
　　「指定地方公共機関に属する従業員」は「民間人」であり、指定地方公共機関はその従業員に標
記改正案のような放射線業務従事者と同様の地位にするような法的義務も、従業員にそれを指示す
る権利もないはずだが、茨城県が地域防災計画（原子力災害対策計画編）の条文に明記できる法的
根拠を示されたい。

　放射線業務に従事していない者に被ばくの可能性がある活動を要請する際、被ばく限度を放射線
業務従事者と同基準にする趣旨を書き込む以上、県としての責任と義務が伴います。放射線業務に
従事していない者の被ばく限度を、一般公衆の被ばく限度とした県もあり、これでも国からの要請は満
たしていますが、このことも踏まえた上で、今回の改正（案）が検討されたのでしょうか。

　東海第二原発などの原子力施設において過酷事故発生時に、住民を避難させるためのバスの運行
に民間の労働者を強制的に従事させる根拠とされることを危惧する。
　これは、運転労働者のみならず、医療・福祉従事者についても同様である。
　ろくな説明も無いままに、民間の労働者を原子力事故避難のための業務に強制的に従事させること
につながる改定であり、反対する。

　「放射線業務従事者の平時における被ばく限度（中略）を参考として、あらかじめ指標を定めておく」
と曖昧な基準設定になっている。これで放射線被ばく管理を行えるとする根拠を示せ。

（従業員と直接雇用関係を持たない機関について）
　指定地方公共機関のうち茨城県トラック協会（社）および茨城バス協会（社）は「協会」であって、緊
急時の物資輸送や住民の移送を行うような従業員との直接雇用関係にはない。このような場合にお
ける、第３章 緊急事態応急対策＞第１３節 防災業務関係者の防護対策＞１防災業務関係者の安全
確保に追加された条項の適用範囲を、法的理由を示して説明されたい。

　この改定案は、原子力災害の広域避難計画を整えるために、放射線業務従事者以外に高い被曝を
受け入れさせることを前提としており、その際の管理責任を国や県、原子力事業者でなく、民間企業
を含む組織が自ら指標を定めたとして、責任の所在を曖昧にする内容であり、このような改定は行う
べきでない。

　労働条件や安全衛生の確保については、原則として雇用主がその責任を負うとされています。そのた
め、緊急事態応急対策に従事する者が属する組織が、同対策に従事する者の放射線防護に係る指標
を定め、当該者の被ばく線量を管理し、必要に応じて業務実施後の健康管理に配慮すべきと考えてお
ります。
　また、今回の改定は、労働者に対して防災業務に従事する法的な義務を課すものではなく、防災基本
計画（原子力災害対策編）及び原子力災害対策指針の規定に基づき、被ばくの可能性のある環境下で
活動する防災業務関係者の放射線防護に係る指標を当該者の属する組織が定めるにあたって、参考
とすべき指標を示すものです。
　なお、参考とすべき防災業務関係者の線量限度は、原子力規制委員会において、IAEA（国際原子力
機関）の安全基準を考慮したうえで整理されたもので、原子力災害対策指針では指標の設定にあたり、
放射線業務従事者の平時における被ばく限度を参考とすることを基本とすることとされています。



№ 意見の対象 件数 意見要旨 意見に対する県の考え方

　防災業務関係者には、通常業務での放射線被ばくの可能性が全くない民間企業の労働者をも含め
ているのか。

　「被ばくの可能性がある環境下で活動する防災業務関係者が属する組織」とは、具体的には、どう
いう組織のことを想定し、どういう防災業務を想定しているのか。

（追加条文が対象とする「防災業務関係者の属する組織」について）
　　「本県における当該防災業務関係者の属する組織」とは、「地方公務員（地方公共団体職員、警
察、消防）」及び「指定地方公共機関（ＪＲ東日本（株）水戸支社、日本貨物鉄道（株）水戸営業所、日
本通運（株）東京支店、茨城交通（株）、関東鉄道（株）、鹿嶋臨海鉄道（株）、茨城県トラック協会
（社）、日立電鉄交通（株）、ＪＲバス関東（株）、茨城県バス協会（社）」を指すのか。

　防災業務従事者の被曝限度について、放射線業務に従事する者の被曝限度を参考として、組織が
あらかじめ指標を定めておくという改定案だが、防災業務関係者とは具体的にどのような業務に従事
する者か、また、防災業務関係者の被曝限度を変更した場合、その被曝限度は誰がどのように測
定、管理するのかが不明である。

　放射線業務に従事していない者に被ばくの可能性がある活動を要請する際、被ばく限度を放射線
業務従事者と同基準にする趣旨のことが書かれていますが、これはどこの責任で行い、この活動を実
際に行う者の権利はどこが保証するのでしょうか。この種のことを明確にした上で改定案を提示すべ
きだと考えます。

　放射線業務従事者と防災業務関係者とは法制面で区別されているのか。 　放射線業務従事者については、電離放射線障害防止規則において「管理区域内において放射線業
務に従事する労働者」と定められています。
　また、放射線防護の対象とする防災業務関係者については、原子力災害対策指針において「法令の
適用を受けず、かつ、被ばくの可能性がある環境下で緊急事態応急対策に従事する者」として明確化
されています。

（被ばくを前提としてその限度を定める法的根拠について）
　地方公務員（県、自治体の職員、消防職員及び警察）が、その属する組織から緊急時モニタリング
業務や住民の避難誘導業務、避難行動要支援者業務、交通規制業務等、「被ばくの可能性がある環
境下で活動を要請された」場合、拒否できる権利を茨城県地域防災計画（原子力災害対策計画編）に
明示しない理由を、公務員法の規定にもとづく根拠で説明されたい。

　原子力災害対策特別措置法第26条第2項の規定により、地方公共団体の長その他の執行機関は、
緊急事態応急対策を実施しなければならないこととされております。
　また、地方公務員法第32条の規定により、職員は法令等及び上司の職務上の命令に従わなければ
ならないこととされております。

　第３章 緊急事態応急対策＞第１３節 防災業務関係者の防護対策＞１防災業務関係者の安全確保
の追記部分において、災害時に対象となる方々に混乱を招かないよう事前に周知し説明と同意を求
めてください。バス会社の運転手及び職員、タクシー運転手及び職員をはじめ、介護施設など多くの
職種と住民が関わることになります。採用時に説明と同意を求めるよう関係各社及びハローワークに
指導を徹底してください。

　緊急事態応急対策を実施する組織と従業者の関係は、職務命令の履行に係る法的な規定が異なる
場合があるなど一様ではないことから、本計画において従業者による同意の必要性について一律に記
載しておりません。
　なお、原子力災害対策指針において、緊急事態応急対策に従事する者が属する組織は、当該者に対
して、それぞれの責任範囲、任務内容、手順、放射線防護に係る指標、自らの防護措置等を教育する
必要がある旨が明記されております。

　放射線防護の対象とする防災業務関係者については、原子力災害対策指針において「被ばくの可能
性がある環境下で緊急事態応急対策に従事する者」とされており、緊急事態応急対策については、原
子力災害対策特別措置法で定められ、その対応者として国、地方公共団体、警察、消防、自衛隊、原
子力事業者、医療機関、鉄道事業者などが想定されています。
　また、「本県における当該防災業務関係者の属する組織」については、本県に所在し、原子力災害対
策特別措置法第26条第2項の規定に基づき、緊急事態応急対策を実施する組織を想定しています。
　なお、労働条件や安全衛生の確保については、原則として雇用主がその責任を負うとされています。
従って、今回の改定（案）の第３章 緊急事態応急対策＞第１３節 防災業務関係者の防護対策＞１ 防
災業務関係者の安全確保において、被ばくの可能性がある環境下で活動する防災業務関係者が属す
る組織は、当該防災業務関係者の被ばく線量を管理し、健康管理に特段の配慮を行う旨を明記してお
ります。



№ 意見の対象 件数 意見要旨 意見に対する県の考え方

　災害対応後は放射線取扱者と同様の健康診断を行い、障害が出た場合の補償はすべて国と県の
責任で行うことを明記してください。

放射線防護に係る指標を上方変更して、その範囲内の被曝後に健康上の問題が出た場合、その補
償は誰がどのように行うのかが明記されていない。

　放射線取扱者は被ばく線量測定用「フィルムバッチ」を作業中は携帯しています。緊急時作業に従
事する方々にも、県の責任で事前配布し被ばく線量を測定すること。また高線量のエリアに立ち入っ
てしまわないよう、放射線量測定装置を一人ひとりが携帯できるようにするべきです。

対象者にはヨウ素剤を事前配布してください。

防災業務関係者の防護対策について、住民にも説明してほしい。 ご意見の点につきましては、今後の検討の参考にさせていただきます。

3 情報伝達・住民広報体制の
確立に関すること

1 　第３章 緊急事態応急対策＞第７節 広報＞３ 所在・関係周辺市町村の行う広報について、広報の
伝達手段で 防災行政無線、テレビ・ラジオ、ホームページ、スマートフォンアプリの電源喪失による通
信不能の場合、 広報車等で広報をするのは伝達に時間を要すると考える。ヘリコプターも救命で使う
と思うので、地域の航空企業を活用したセスナ機も使用して広報する例もあってもいい。
　また、被ばくを鑑みドローンを活用した広報を検討してみてはどうか。

　ご意見の点につきましては、今後の検討の参考にさせていただきます。
　また、迅速かつ的確な広報を行い、確実に住民に情報が行き渡るよう、その他の情報伝達手段につ
いても、引き続き検討して参ります。

4 原子力災害医療に関するこ
と

1 　第２章 原子力災害事前対策＞第13節 原子力災害医療体制等の確立＞６ 原子力災害医療ネット
ワーク化の促進について、固有名称は第３章 緊急事態応急対策＞第11 節 原子力災害医療＞１ 原
子力災害医療の体制で説明されているので、ここでは原子力災害医療ネットワーク体制を記載すべ
き。

ご意見の点につきましては、今後の検討の参考にさせていただきます。

　被ばくの可能性がある環境下で活動する防災業務関係者の属する組織が実施する被ばく管理・健康
管理に対して、県では、必要に応じ、個人線量計や安定ヨウ素剤等の資機材の提供、被ばく線量の確
認・記録作成の支援等を実施することとしています。

　原子炉の運転などにより損害が発生した場合、「原子力損害の賠償に関する法律」により、原則として
原子力事業者は故意や過失を問わず賠償責任を負うとともに、損害の全額を賠償する義務を負ってい
ます。また、必要と認める時には、国が原子力事業者に対して損害を賠償するための援助を行うことと
されております。
　また、労働条件や安全衛生の確保については、原則として雇用主がその責任を負うとされています。
従って、今回の改定（案）の第３章 緊急事態応急対策＞第１３節 防災業務関係者の防護対策＞１ 防
災業務関係者の安全確保において、被ばくの可能性がある環境下で活動する防災業務関係者が属す
る組織は、当該防災業務関係者の被ばく線量を管理し、健康管理に特段の配慮を行う旨を明記してお
ります。



№ 意見の対象 件数 意見要旨 意見に対する県の考え方

　シュミレーションは2011年の時にも有効だったので、拡散予測システムの整備に係る記述について
は、削除せず残した方がよい。

　第２章 原子力災害事前対策＞第７節 緊急時モニタリング体制の整備>６ 環境放射線に係る情報伝
達のネットワークの整備等について、「放射性物質の拡散予測」に関する文章を国の方針に従い削除
しているが、この拡散予測の必要性は県独自に検討すべきであり、県として独自に「拡散予測」データ
の利用について検討すべきではないですか。

　「放射性物質の拡散予測」に関する文章を国の方針に従い削除しているが、予測なしには、着実な
避難計画はできず、実際の避難も難しいと考えるため、削除すべきではない。

　第２章 原子力災害事前対策＞第７節 緊急時モニタリング体制の整備>６ 環境放射線に係る情報伝
達のネットワークの整備等について、「また、避難ルート等の検討や整備、緊急時モニタリング及び避
難退域時検査の実施などには、放 射性物質の拡散を予測する情報が必要であることから、拡散予測
システムの整備に努めるものと する。」を削除しているが、拡散予測システムを整備せずに、避難
ルートの検討や緊急時モニタリング、避難帯域時検査場所の設置はどの様に行うのか。

第３章 緊急事態応急対策＞第７節 広報＞２ 県の行う広報
（1)ウ 事故の状況及び環境への影響とその予測
とあるが、拡散予測システムを整備せずに、予測はどのように行うのか。

第３章 緊急事態応急対策＞第11節 原子力災害医療>１ 原子力災害医療の体制>(3)救護所の設置
ウ 災害対策本部保健医療部は、救護所を開設したときは、茨城県医師会長に対し、次の事項を 適
宜連絡する。
(ｲ）事故の概要、放出された放射性核種とその線量レベル、放射能汚染地域及び今後汚染が予想さ
れる地域並びに汚染の程度
とあるが、今後汚染が予想される地域並びに汚染の程度は、拡散予測システムを整備せずにどのよ
うに把握できるのか。

　この度の能登半島地震ではモニタリングポストが地震の影響で機能しない場所が10ヶ所以上発生し
ている。原子力事故は地震によって複合災害になる想定が必須であり、モニタリングポストだけに頼ら
ない拡散予測システムがなければ、どのエリアの住民がどちらの方向に避難すれば被曝を最小限に
抑えられるか、誘導の判断は難しい。
拡散シミュレーションで全面的な避難は不要との結果を採用しておきながら、拡散予測システムを使
わないという改定案は矛盾しており、再考を求める。

75 緊急時モニタリングに関す
ること

　国（原子力規制委員会）は、福島第一原子力発電所事故の教訓として、原子力災害発生時に、いつ
どの程度の放出があるか等を把握すること及び気象予測の持つ不確かさを排除することはいずれも不
可能であることから、SPEEDI等による計算結果に基づいて防護措置の判断を行うことは被ばくのリスク
を高めかねないとの基本的考え方を示しており、放射性物質放出後の緊急時における避難や一時移
転等の緊急又は早期の防護措置の判断にあたっては、予測的手法に基づくのではなく、緊急時モニタ
リングの実測値等に基づくこととされているため、県の地域防災計画も同様の考え方としています。
　なお、県が2023年11月に公表した放射性物質拡散シミュレーションは、避難計画の実効性を検証する
ため、万が一の事態に備えた避難計画の対象となる発電所から30キロメートル周辺まで避難等が生じ
る事態において、最大と見込まれる避難等の規模を把握することが目的で実施したものです。


